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　表 0 － 4 は，副業をもつ有業者数の推移を，男女別にみたものである。








2002 年以降概ね 80 万人～ 90 万人の範囲で推移している。
　表 0 － 5・表 0 － 6 は，「就業構造基本調査」の最新の実施年次である
2012 年分による産業別「副業を持つ有業者」数を男女別にみたものである。
「副業」に従事する「有業者」は，男性では 130.8 万人，女性では 103.6 万人
であった。副業を持つ男女別有業者が 5万人以上いる産業のうち有業者総数
に対する比率が高い産業は，「農業，林業」（男性 7.4％），「教育，学習支援業」














表 0－ 5　副業を持つ有業者の本業の産業（男性・2012 年）
表 0－ 6　副業を持つ有業者の本業の産業（女性・2012 年）




 1） 「基礎調査票」第 1面の注意書きによる。
 2） 2012 年「経済センサス―活動調査」では民間事業所（学校教育関係では私立学
校）だけが対象であるのに対して，2009 年「経済センサス―基礎調査」ではす
べての事業所（同じく国立・公立・私立学校）が対象となっている。



















お，「男女の別不詳」の従業者数は表 1－ 1 の両「経済センサス」の結果か
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表 1－ 1　非農林漁業従業者数（就業者数）の労働力調査との対比









較すると，2009 年分の男性・2001 年分・2012 年分の女性を除いて，前者が
下回っている。男性では前者の下回り幅は 2006 年調査では 2001 年調査より







において「労働力調査」よりも少なく（差はそれぞれ 110 万人，85 万人），
逆に「卸売・小売業」・「宿泊業，飲食サービス業」において把握数が多い（差
はそれぞれ 74 万人，71 万人）。同じく女性では「経済センサス―活動調査」
による把握数が下回っている産業は少なく，差が最大の「製造業」でも差は
21 万人にすぎない。逆に上回っている「宿泊業，飲食サービス業」・「卸売・






60 万人），「臨時雇用者」3）（差は男性 138 万人，女性 310 万人），女性の「家
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表 1－ 2　従業者数・就業者数の対比



















　なお，このような傾向は，「経済センサス―基礎調査」（2009 年 7 月）に
よる従業者数と接近した時点に実施された 2009 年度「法人企業統計調査」
による従業者数（2009 年度期中平均）の間にもみられる。表 1－ 4・表 1－
5 にみられる従業者数の相違は，把握した企業数の相違を反映しているもの
表 1－ 3　雇用保険事業統計と経済センサスによる事業所数















24 年（2012 年）2 月の調査に先立ち，23 年 6 月に，本社に事業所等確認票を
送付し，本社と支社・支店等の改廃や移転の状況，事業内容の変更の有無，調
査への回答方法（郵送かインターネットか）などを確認させていただくことに













 4） 2001 年以降の「事業所・企業統計調査」・2009 年「経済センサス―基礎調査」・
2012 年「経済センサス―活動調査」における「常用雇用者」の定義は，「期間
を定めずに雇用されている人若しくは 1か月を超える期間を定めて雇用されて










  「○　1週間の所定労働時間が 20 時間未満である者
  「○　同一の事業主に継続して 31 日以上雇用されることが見込まれない者
  「○　 季節的に雇用される者（短期雇用特例被保険者に該当する者を除く）で
あって，4ヵ月以内の期間を定めて雇用される者又は 1週間の所定労働時
間が 20 時間以上 30 時間未満である者
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表 2－ 1は，全数調査年である 2003 年・2005 年・2008 年に実施された「工
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も認められる。










表 2－ 1　従業者・就業者数 1）の対比
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　つぎに「工業統計調査」と「経済センサス―基礎調査」が接近した時期に
実施された年次について結果を比較してみる。表 2－ 3 は，2008 年「工業
統計調査」と 2009 年「経済センサス―基礎調査」の結果を製造業の事業所
数・従業者数について従業者規模別に対比したものである。2008 年「工業
統計調査」は全数調査方式により 12 月 31 日を基準日として実施された。「経
済センサス―基礎調査」の基準日は「工業統計調査」の基準日の 6ヶ月後で
あったが，この 6か月間は大きな経済的な変動が生じた時期ではなかった。
表 2－ 2　「工業統計調査」と「労働力調査」による従業者／就業者数 1）
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注






 2） 2007 年調査・2008 年調査時の事業所捕捉活動により 2008 年調査の事業所数・
従業者数は，2008 年調査の把握数は直近の全数調査年である 2005 年調査と比
べてそれぞれ約 3.1 万か所，約 31.2 万人増加した。
 3） 工業統計調査における「臨時雇用者とは，常用労働者以外の雇用者で，1か月
表 2－ 4　工業統計調査と経済センサスの事業所数・従業者数の対比




　  　なお，2003 年・2005 年・2008 年の各 12 月末週を対象とした「労働力調査」
による製造業事業所の臨時雇用者は，それぞれ 97 万人，85 万人，80 万人であっ
た。2009 年 6 月・2012 年 1 月の各月末週を対象とした「労働力調査」による
製造業の臨時雇用者（日雇雇用者を含む）は，それぞれ 69 万人，72 万人であっ
た。総務省統計局（2011）































働力調査」による「就業者」を上回っている。これは，表 1－ 1・表 1－ 2
においてみた 2012 年「経済センサス―活動調査」による「卸売業・小売業」
従業者の把握数が「労働力調査」による把握数を上回っていた関係と同様な
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注






 2） 2009 年「商業統計調査」が把握した事業所のうち従業者 4人以下の事業所は約
3分の 2を占める。
 3） 2009 年「商業統計調査」が把握した従業者数は，「有料施設内事業所」では
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査」（基準日は同 2月 1 日）の高等教育機関・専修学校・各種学校の把握数
でも 8か月前に実施された「学校基本調査」の把握数との間で表 4－ 1とほ
ぼ同様の相違がみられる。
　つぎに学校教育関係の就業者数を世帯を客体として実施された統計調査の
結果と対比してみよう。表 4－ 2には，2013 年に実施された「学校基本調査」
（基準日は 5月 1日）による教職員数とほぼ同時点の「労働力調査」（同 4月
末週）の「職業」分類による学校教育に従事する教職員数を対比した。「学
表 4－ 1　「学校基本調査」・「経済センサス」が把握した学校数












　表 4－ 3は，2009年「経済センサス―基礎調査」（基準日は 2009年 7月 1日）




表 4－ 2　「学校基本調査」・「労働力調査」の教職員数（2013 年）
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　表 5－ 1・表 5－ 2 は，食品関係営業施設および生活関連サービス業につ
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